
遠賀町職員の給与公表 
 

 遠賀町職員や特別職の報酬、職員数、定員管理の状況などを公表します。 

 職員定数の適正管理を行い、人件費の抑制に努めています。 
 

１.人件費決算額（普通会計）            

年度 人口（人） 
歳出額(千円) 

Ａ 

人件費(千円) 

Ｂ 

人件費率(％) 

Ｂ／Ａ 
４年度 19,031 9,599,791 1,094,119 11.4 

５年度 18,911 9,380,811 1,062,703 11.3 

６年度 18,856 9,821,560 1,116,007 11.4 

※人件費には、町長や議員などの特別職（非常勤含む）に支給される給料または報酬、一般

職職員に支給される給料や諸手当のほか、共済組合負担金、社会保険料などが含まれていま

す。 

２．一般職職員給与費（令和７年度一般会計当初予算） 

職員数(人) 

Ａ 
給  与  費（千円） １人当たり 

給与費(千円) 

Ｂ／Ａ 
給 料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計  

Ｂ 
124 人 477,200 85,578 198,619 761,397 6,140 

※職員手当には、退職手当・児童手当を含みません。 
 

３．職員の平均給料月額と平均年齢             （令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区分 
一般行政職 

遠賀町 国 
平均給料月額  320,255 円  332,237 円 

平均年齢 42.0 歳 41.9 歳 

※一般行政職とは、行政職のうち税務職と保健師職の職員を除いたものです。 

※令和７年地方公務員給与実態調査に基づくものです。 

 

４．職員の初任給                     （令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区分 遠 賀 町 国 

一般行政職 
大学卒 国に同じ  232,000 円 

高校卒 206,700 円 200,300 円 

 

 

 

５．一般行政職の級別職員数                （令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 計 

標準的な 

職務内容 

主 事 

主事補 
主 任 主 査 

係 長 

企画主査 

課 長 

課長補佐 
課 長 

 

職員数(人) 14 12 30 33 5 10 104 

構成比(%) 13.5 11.5 28.8 31.7 4.8 9.6 100 

※級別職員数は、一般行政職職員のうち再任用常勤職員・任期付常勤職員を除きます。 

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

  



 

６．期末・勤勉手当                         （令和 7 年度） 

区分 
遠 賀 町 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

 6 月期 国に同じ  国に同じ  1.25 月分 1.05 月分 

12 月期 国に同じ  国に同じ  1.275 月分 1.075 月分 

計 国に同じ  国に同じ  2.525 月分 2.125 月分 

 

７.退職手当                        （令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区分 
遠 賀 町 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 
勤続 20 年 国に同じ  国に同じ  19.67 月分 24.58688 月分 

勤続 25 年 国に同じ  国に同じ  28.04 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 国に同じ  国に同じ  39.758 月分 47.709 月分 

最高限度額 国に同じ  国に同じ  47.709 月分 47.709 月分 

 

８．職員手当                       （普通会計令和 6 年度決算） 

区分 総支給額(千円) 内   容 
扶養手当 11,195 子 10,000 円、配偶者・その他 6,500 円 

住居手当 7,162 持家 0 円 借家 28,000 円限度 

通勤手当 5,292 交通機関利用 55,000 円限度 

 

９．特別職の報酬などの状況                    （令和 7 年度） 

職名 報酬等月額 期末手当 

給料 

町 長 

副町長 

教育長 

775,000 円 

627,000 円 

590,000 円 
 6 月期 1.5 月分 

12 月期 1.5 月分 

   計 3.0 月分 

 

※20％の加算有 
報酬 

議 長 

副議長 

常任委員長 

議会運営委員長 

議 員 

346,000 円 

291,000 円 

281,000 円 

281,000 円 

272,000 円 

  



１０．部門別職員数           （各年４月 1 日現在） 

区分 
職 員 数(人) 対前年 

増減数 令和 6 年 令和 7 年 

一般行政部門  

議  会 3 3  

総務企画 35 37 2 

税  務 10 9 -1 

民  生 27 31 4 

衛  生 10 8 -2 

農林水産 5 5  

商  工 3 3  

土  木 14 14  

小  計 107 110 3 

特別行政部門  教  育 12 11 -1 

普通会計 計  119 121 2 

公営企業等部門  

国民健康保険  2 2  

後期高齢 1 1  

介護保険 1 2 1 

下 水 道 7 7  

小  計 11 12 1 

合  計 130 133 3 

※職員数は休職者・派遣職員・出向職員・再任用常勤職員・任期付常勤職員を含み、臨時的

任用職員・会計年度任用職員を除きます。 

 

１１.職員数の推移                  （各年 5 月 1 日現在、単位：人） 

※職員数は休職者・派遣職員・出向職員・再任用常勤職員・任期付常勤職員を含み、臨時的

任用職員・会計年度任用職員を除きます。 

 

※事務改善委員会などにおいて、機構・定数および事務事業の見直しを行い、職員の効率的

配置により適正化に努めています。  

 

 

 区 分 31 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 

実 績 
増減数 2 4 1 0 -2 1 3 

職員数 126 130 131 131 129 130 133 


